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Operative results of sixty-six patients of Osteochondrosis cervicalis were presented 

here. All of these cases have had the symptoms of cervical myelopathy before operation, 

associated with posterior bony ridges or protruded intervertebral discs due to the degene-

rative changes of the cervical spine. 

Laminectomy was performed on all of these cases and the results of this procedure 

are as follows ; 

excellent 28 

goodi. 9 

unchanged 12 

worse 9 

died 8 

All paticnts in tl:e五rコttwo clas3c:; arc in their original posts at present. 

Exacerbation . of cord compression symptoms was hardly observed after operation, 

therefore, it may’be concluded that laminectomy contributes at least to prevent the pro-

gression of the symptoms of this disease. All aggravations after 'the operation were・; 

apparently伺 usedby operative damage of the spinal cord or postoperative complications. 



頚部脊椎骨軟骨症の手術成績 73 

Satisfactory postoperative improvement were observed in fourty-one per cent of cases 

of posterior bony ridges, and in sixty-four per cent of disc protrusions. 

Operative procedure for upper cervical region was occasionally followed by death due 

to respiratory failure. Operations seem less e任ectiveto aged people than younger, and 

persistent or high-grade paresis was hardly improved by operative procedures. 

Among the operative procedures, removal of the protruded discs showed most satis-

factory results, secondly simple incision of dentate ligaments and thirdly resection of the 

posterior bony ridges. The remov包lof the protruded discs seems valid and most recom-

mendable, and it was proved to be the best operative procedure in our study. This 

pr町 edure,however, and especially the excision of the posterior bony ridges should not be 

attempted in a unjustified case, since these methods occasionally accompany the danger of 

damage to spinal cord. 

Sensory disturbance, paresis of upper extremities and urinary disturbance have favo-

urally improved after operation, while spastic paresis of lower extremities unsatisfactorily. 

Operative procedure usually fails to relieve persistent distress for long time, even if it is 

mild. 

From reviewing above described operative results, it may be concluded that operative 

treatment should be employed after careful selection, and only on the early stage where 

the spinal lesion is reversible. 

L緒 言

脊髄症状を呈する頚部脊椎骨軟骨症は従来考えられ

ていた程稀な疾患ではなく，世上多数存在する疾患で

ある．近年疹痛を主症状とする頚部脊椎骨軟骨症につ

いては内外共に広く関心がもたれて来ているがp 脊髄

症状例については報告が少し手術成績に関するまと

まった報告としてはp Yuhl, Odom, Clar！：：：，でニ.1g，安

藤，砦原の報告をみる程度である．然し之等先人の報

告も本症の治療p 手術適応等の問題については報告者

により見解の相異があって必ずしも一致していない崎

京大整形外科に於ては昭和23年横山p 伊藤による報

告を始めとし，其の後症例を重ねる毎に綾仁（昭和26

年），安藤（昭和34年）により詳細な報告が行なわれ

て来た．昭和36年近藤教授他により第34四日本整形外

科学会総会に於て， 「頚部脊椎骨軟骨症Jの宿題報告

が行なわれP 本症に対する我が教室の見解が発表され

た．

本論文に於てはこの宿題報告に発表された症例中か

ら脊髄症状例のみを撰ぴ出し，之に昭和36年9月末迄

に調査し得た症例を追加してP 本症に対する椎弓切除

術の成績を報告し，その効果について検討するもので

ある．

Il.調査対象及び調査方法

椎弓切除術後の本症患者を調査した結果p 本症に於

ける脊髄症状は大多数の症例で術後 1年前後でその回

復が停止し，症状が固定することが分かった．従って

手術成績は術後 l年以上経過した症例について論ずる

こととする．昭和36年 9月末迄に術後 1年以上経過し

た症例は71例である．

このうち 4例は住山不明， l例は本症と無関係に尿

毒症により死亡したもので除外し，残り 66例について

成績を調査した．

調査例66例中生存者は58例，残り 8例は調査時既に

苑亡していた．生存者58例は著者等4名が分担して全

例直接検診した．文通，アンケートにより調査したも

のはない．退院後死亡したものについては，家族より

退院後の経過を訊き，本疾患に因る死亡か否かを判定

した．

調査例の術後経過年数は最短1年，最長13年 8ヶ月

でP 3年以上経過しているものが40例を占めている．

調査は一般整形外科的，神経掌的検査，頚椎レ線撮

影の他p 手術前後における日常生活p 職業生活上の愁

訴，及び術前，術後に於ける諸症状の推移を詳細に検

診した．即ちp つまむ，握る，提る，釦をはめる，算

紙p 書字，算盤，結帯，結髪，裁縫，箸の使用，起立

歩行，疾走，階段の昇降，下駄の脱着等日常勤作27項

目についてF 術前，術後の状態を比較しp 調査時の状
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態を，正常，著るしく改善p 改善，やや改善，不変，

悪化p 不能の 7段階に分け，各項目を比段照合して手

術効果判定のー資料とした．

lll.手術成績判定基準

手術成績は調査時に於ける日常生活，職業生活能力

と，手術効果の程度とを綜合して判定し，全症例を全

；台， {g，良p 不変，悪化，死亡の6群に大別した．

全治；日常生活p 職業生活共に支障なし自P 他覚

的に運動障害を認めないもの．

優；術前に比し著明な症状の好転を認め職業に従事

することが出来る．日常生活，職業生活に支障がない

かp 又は軽微な支障を感ずる程度であるが，他覚的に

はなお軽度の運動湾害を認めるもの．

良；術前に比し自p 他覚的に症状の好転を認める

が，優群程著明でないもの．本群中には術前軽症で術

後も術前と同じく就業しているものもあるが，叉術前

重症で術後症状は緩解したが，なお生活上大きな支障

のあるものもある．

不変；術前，術後症演の変らないもの．

悪化；術後生活能力の低下したもの．

死亡；術後短期間内に死亡したもののみならずp 術

後長井手月を経て死亡したものでもp 手E因が本症にある

と考えられるものは全て本群に包括した．

N.手術成績

前述の判定基準により全症例を分類した結果は次の

通りである．

全治 7例（10%)

優 21例（31%)

良 9伊ij(13%) 

不変 12例 (18%)

悪化 9例 (13.%)

死亡 8例 (12%)

手術効果の認め伝れたものp 即ち全治p 優p 良群は

37例で全症例66例の56%にあたり，手術効果の認めら

れなかったもの，即ち不変，悪化p 死亡群は29例で全

症例の44%にあたっている．このうち手術効果の顕著

な全治，及び優群は28例で全症例の40%にあたり最も

多く，手術効果の著明でない良群は 9例， 13%で少

い．手術1i~効例のうちでは悪化及び死亡群の合計は17

例で不変群12例より多い．

術後職業に従事しているものはお例で術前の 2傍に

増加しており，日常生活も困難な重症例は11例で術前

の 1/2に減っている．職業に従事している36例中31例

は術前は就業不能の状態にあったものである．就業者

36例中32例は原職に復帰しているが， 4例は術前より

軽易な職業に転じている．

手術より就業迄の期間は 6月乃至 1年半末満のもの

が28例（80%）を占めており，大部分の就業例はこの

聞に就業し得るまでに回復していることが分る．

v.各成績群別の検討

全治群； 7例で自，他覚的に上，下肢共運動障害を

認めず，生活上全く支障を感じていない．

5例には知覚障害を認めないが＇ 2例には祉尖に軽

度の知覚鈍麻が遺残しており，ここに軽いシピレ感を

訴えている．

2例では腿反射は上下肢共正常に復しているが， 5

例ではいづれかの腿反射に元進を認めた．

3例は術前歩行不能或は伝い歩きしか出来なかった

ものであるが，高度の歩行障害を来してから手術迄の

期間は比絞的短かし各々 1ヵ月F 4ヵ月， 5ヵ月で

ある． 2例は術前軽症で上肢には異常を認めずp 下肢

に知覚鈍麻，腿反射元進を認めるのみで，殆んど針7

Wi／.＇写の無かった症例である．

発症より手術までの期間については， 6例は発症後，

l年以内に手術をうけている．残りの l例は発症後2

年 2ヵ月で手術しているがp この例は経過中 l時 折7

に杖を要する状態となった．然しその後自然に軽快，

無杖歩行可能の状態となり，術前 5月目より再び歩行

不能の状態になったもので，重症で且つ発症後の経過

は長いが脊髄になお回復能力のある事を示していた症

例であった．

優群； 21例で最も多い‘術前に比し著るしく症状好

転し，就業可能なものであるが，他覚的には上下肢に

何等かの軽度の運動障害を認めるものである．

このうち12例は日常及び職業生活共に支障を感じて

いない. 8例は日常生活日は支障がないが職業生活に

軽微な支障を訴えており，残り l例は日常及び職業生

活共に支障がある．

本群例には全例軽度の運動障害p 就中手指巧綴運動

の障害p 歩行障害が遺残しているがp 大多数のものは

生活上支障を感じていない.IWち固定した経度の運動

障害は慣れp 工夫によって日常支障を感じない迄に克

服出来るものと考えられる．

術前3例は職業に従事していたが， 18例は就業不能

であった．このうち 4例は起居も出来なかっか重症で
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あった．

良群； 9例で或程度の手術効果を認めたものであ

る．

このうち 2例は術前，術後共就業している軽症であ

るー 7例は術前相等高度の歩行障害があり，うち 3例

は起居不能の重症であった．

この7例中6例は独歩可能p l例は有杖歩行可能の

状態にまで回復しているがp いづれもなお相当高度の

上下肢運動隊害を残しており，就業不能である．

不変群； 12例である．

3例は術前，術後共に職業に従事しているがp いづ

れも可成の程度の脊髄症状が認められ社長，僧侶等の

頭脳的職業に従事しているものでP 肉体労働に従事し

ている者は無い． 7例は術前，術後共起居不能の状態

にあり，残り Z例にも高度の歩行障害が回復しないま

まに遺残してしる．

本群には重症例が多いのが目立つ刊である．叉本群

例施ニは外傷後脊鎚府痔症状を来した既往歴のあるもの

が4伊jある．

悪化群； 9例である．

悪化した症状はp 府湾増強7例p シピレ／i,f,増強 1

例，疹痛が術後に出現したもの l例である． シピレ感

疹痛のま色悪化と判定した 2例は術前は軽度の運動障害

を認めた軽症例で，術後も運動障害は増慈していない

が，殆んど全身に及ぶ広範なシピレ感，又は疹痛を訴

えている．

術前職業に従事し得たものは 5例，残り 4例は中等

度の運動障害が認められた．

術後就業しているものは 1例のみで， 4例は日常生

活のみ辛うじて可能p 残り 4例は起居不能な状態にあ

る．

府指草症状増強の為悪化したものは全て手術直後に麻

癖の培悪をみ，之が回復しないまま固定したむのでP

術前の症状が術後も引続き進行して悪化の一路を辿っ

たものは l例もなく，手術の直接影響により悪化した

ものである．

なおこのうち 1例は麻酔時気管カテーテルの挿管に

際しp 頚椎を過度に前轡させたことが麻簿糟強の原因

ではないかと疑われるものであった．

死亡群；8例である．

4例は術後4日から16日内の短期間内に苑亡してい

る．ι残り 4例は術後3月より 3年7月の聞に死亡して

し、る．

術後3月を経て死亡した 1例は全身管理の不充分で

あった昭和22年の手術例で，上肢痛が消失しない為3

困椎弓切除術を行い衰弱死したものである．術後3年

以上経過して死亡した 3例はいづれも術後高度の府療

を来しP 之が回復しないまま経過して衰弱死したもの

である．

術後16日以内に死亡した 4例は全て術直後高度の麻

療を来し，呼吸障害によって死亡している．このうち

1例は化膿性脊髄膜炎を併発しているが，他の 3例は

割j倹の結果肺炎を併発していた．呼吸府痩に加えて沈

下性肺炎を併発したことが死因と考えられる．

従ってこの様な症例では必要に応じて「鉄の肺」等

の人工呼吸器を使用しP 早期に気管切開を行って気遣

の確保，気道分泌物の吸引に努めると共に，酸素p 抗

生物質の充分な投与を行って自発呼吸出現迄の危期を

切り抜ける事が必要である．

早期死亡例4例中 3例は第2，第3頚椎高位に病変

のあった症例で，高位頚椎部の椎弓切除術は極めて慎

重でなければならないと考える．

発症より手術迄の期間は 1年 6月乃至3年のもの 3

例＇ 4年乃至10年以上のもの 5例でp 発症より手術迄

の期間が著るしく長いことが目立つ．

再発例；術後一E軽快した症状が経過中に再び悪化

し，術前の状態に帰ったものが2例ある． 1例は術移

3月目に，他の 1例は術後11月固に再発している． 両

例共椎間板突出例であるが，突出椎間板の易日出は行わ

ず，歯状靭帯切断のみに止めた症例である．このうち

1例は術後6月自に再ぴ椎弓切除術を行ったが，脊髄

と髄膜聞に軽い癒着を認めたのみで，既存禅問板突出

部の増大やp 新たに椎間板突出が生じた所見はなかっ

た．この例は再手術後更に症状が悪化している．他の

l例は膝掴部に於てストッフエル氏手術を行い歩容が

やや改善している．

¥1.手術成績に関係する因子の検討

1. 覇権部病変と手術成績との陵係．

椎間板後方突出と椎体後縁隆起とは同一部位に併存

していることが多く，手術時そのいづれが脊儲を圧迫

している主体であるかを判別することは困難な場合が

多い．主主では椎間板突出程度が椎休後縁隆起程度より

高度なものを椎間仮突出例としp 椎間板より機体後縁

の隆起程度が著るしいものF 又は隣接椎体後縁が唇状

に伸延したり p 橋状に連絡しているものを桜体後繕隆

起例として分類した．両者の手術成績をみるに，椎間

板突出例は42例でp そのうち手術有効例（全、冶F 優p
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表 1 手術々式と手術成績

（ミ千十引--stt~Jm二
椎間；突出部易日出 j三二三二「1--;-！－－－~~ ! j I 

椎休綜隆起部繋除及び
椎間板創出 I I I I-', kl 1~3%) 8 

神経根切断及び
椎間板刻出

計一一：s-;μ=P,7 6 1~6丁子丁~t:-
H：椎休後縁隆起例 S：椎間板突出例

良）は27例（64%）である．之に対し；権体後縁隆起例

は24例で，そのうち手術有効例はIO例（41%）である．

叉権問仮突出例では，悪化，死亡例は9例（21%）で

あるのに対し，椎体後縁隆起例では悪化，死亡例は8

例（33%）であって，明らかに椎間板突出例の成績は

椎休後縁隆起例の成綴より勝っている．

2. 手術々式と手術成殺との度係

手術々式と手術成綴との関係は表 1に示した如く で

ある．

機関IA突出部を易日出したものが最も成績が良しそ

の72%のものに手術効果が認められた．歯状靭格切断

のみに止めたものが之に次いで成績良好で，その609五

に手術効果が認められた．之に対して椎体後縁隆起部

をノミを用いて切除したものは有効例は14%に過ぎず

P 悪化，苑亡例はその54%に及んでおり，明らかに成

績不良である．椎休後縁隆起例でも歯状靭幣切断のみ

に止めたものはその過半数に手術効果を認めており p

悪化，死亡例も少い．従って椎体後縁隆起を撃謀長した

ものの成績が不良であるのは頚椎部病変の状態に図る

よりも，手術の直接影響による所が甚だ大きいと考え

られる．

3. 要国維部病変の高位と手術成繍との関係

66例のうち第3～4，第4～ 5＇第 5～第6頚椎々間

板及びこれに接する椎体後縁に病変のあったものは55

例で，本症に於ける頚権部病変は殆んどこれ等の頚椎

高位に存在しているわけであるが，頚椎に於ける病変

所在高位と手術成績の聞には一定の関係、は見出し得な

し、

唯術後16日以内の早期に死亡した 4例中 3例は第2

～第4頚権部に病変が存在していたものであったこと

は注目を要する．前述した如くこれ等の症例は全て呼

吸障害によって死亡したものであるからP 高位里貢権部

の手術に於て脊髄を障害した場合は，呼吸販療により

死亡する危険が甚だ大きい事が分る．

4.す手術時年令と字術効果との慌係

手術時年令が50才以上のものはお例で，そのうち手

術有効例は14例（40%）である.50才以下のものは31

例で，このうち手術有効例は23例（749五）で， 50才以

下のものの方が成績良好な結果となっている．

椎休後縁隆起例と椎間板突出例の年令別令布をみる

と， 50才以上のものでは椎体後縁隆起例48%，椎間板

突出例52%であるのに対し， 50才以下のものでは椎体

後縁隆起例25%，椎n司仮突出例75%の比率となってい

てF 50才以よのものには椎体後縁隆起例が多い，徒つ
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の期間をみると，椎官坂突出例でほ77%のものが発涯

後 1年6月以内に手術しているのに対し，椎体後縁隆

起例では発症後 l年6月以内に手術したものは35%で

ある．従って発症より手術までの経過の長いものの手

術成績が劣っているのはp このようなものには椎休後

縁隆起例が多いことも一つの原因と思われる．

6. 術前麻痔程度と手術成績との関係

術前の府痩程度に従って全症例を次の 4群に区別す

る. J:Wち

最重症；麻癖高度なため起居不能でp 寝たままの状

態にあるもの．

頚告~脊椎骨軟骨症の手術成績

て年令による手術成績の差異は，若年者程脊髄の回復

力が旺盛であるということの他，年令のl曽すと共に椎

体後縁隆起例が増加することにもよるものと考えられ

る．

5. 発症より手術迄の期間と手術成績との関係

発症後 1年6月の時期を境として，その前後に手術

成績の明らかな差がみられる．即ち発症後 l年 6月以

内に手術したもの41例中手術有効例は30例（73%）で

あるのに対し， 1年 6月以上経過して手術した25例で

は手術有効例は 7例（28%）に過ぎない．

椎間板突出例と椎体後縁隆起例の発症より手術まで

~「「－~，~－~｛~ l~I~ご

! ~~ , I二 i!O , I－－＇－－十三

1＝~＝J＝~＝r~－~I~ , 
I 2 I川 3 l~l-'-1, 

F~ ，戸］：＝＇＝ I工6

20 

22 

10 

3 

術前麻庫程度と手術成績

中

2 表

症

症

症

重

等

最

重

14 症軽

括

椎弓切除術後 I年以上経過した頚部脊椎骨軟骨症66

例の成績は，全治71711，優21例，良9例，不変12例，

悪化9例，死亡8例である．職業に従事しているもの

は術前の 2倍に増加しP 殆んど原職に復帰Lている．

全治例7例は白，他覚的に運動障害を認めないが，

f也の手術有効例にはなお種々な程度の麻痩症状がi［残

している．

悪化例は全て手術の直接影響により症状の悪化した

ものでP 術前の症状が術後もひきつづき准行して悪化

の一路を辿ったものはない．

早期死亡例は術後呼吸府療によって苑亡しており p

発症より手術迄の経過の長い重症例でp Eつ高位頚椎

に病変の存在していたものが多い．

椎間板突出例の成績は良好であるが，椎体後縁隆起

例の成績は劣っている．椎間板突出部き刻向したもの

刊．小

計

重症；歩行は可能であるが，杖を用いなければなら

ない程度のもの．

中等症；痘性歩行著明であるが~5:'歩可能p 日常余り

他人の介助を要しない程度のもの．

軽症；府簿症状軽度で職業に従事しているもの．

この各群の手術成績は表2に示した通りである．重

症及ぴ中等症では手術効果のあったものは70%に及び

最も成績良好である．最重症と軽症では手術有効例は

各々 45%，叩%でP 両群聞に大きな差異はない．叉最

重症例にも手術効果の著明なものがあり，軽症例が必

ずしも全て，成績優秀なわけではない．即ち術前麻痔症

状の軽度なもの程成績優秀であるとは云い難い．

日佳不変例には術前最重症であったものが多く，叉最

重症例に良友ぴ不変の成績に止っているものが多い事

は事実でp 麻療が高度に進行しているものはp 手術を

行っても大きな効果を期待し難いことを示すものであ

る，
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が最も成績良好でp 歯状籾帯切断に止めた ものが之に

次いで良好である．椎体後縁隆起部を需主~,f： したものに

は悪！ヒ，死亡例が多く，成績不良である．一般に発症

より手術迄乃期間の長いもの，高令者の成績は劣って

し、る．

術前の症状が軽度のもの程手術成績が良好であると

は云ぃ難いが，月革痔が高度に進んでいるものは，大き

な手術効果を期待し難いようである．

YID.手術有効例に於ける各症状の回復状態

術前症状の記載明瞭な手術有効例33例について，術

前，術後の各症状を比殴した結果は表3のま日くであ

る．

表3 手術有効例における各症状の回復状態

l_jL_J_tr_＼術後｜
有｜無｜有 ｜無 I~ 

I 29 I I 12 i I 
上肢運酎涼害 ｜ I 4 I I 21 I 33 1(88%)1 1(36%)! I 

下肢運動筒害｜ 32 I I 21, J 12 I 33 
I~~＿？＿皇）｜← ＿＿＿＿＿！ 64創 一｜
I jJ I I I9 I I 

知覚異常｜ ,i 2 I I 14 I 33 
1(94%川 1(57%〕｜｜

勝脱1悶ド比l,j:,1,

上朕腿反射冗割（7~~ρ）｜ 8 lcs~弘）｜ II I 3 3 

l '.l1 ! I っ7 I I 

下絞mil反射冗進l山 I 2 I 〕 I 6 I 33 
1(94%)1 1(82%)1 I 

I. 運動障害

術前上肢に運動障害のあった29例中17例は術後運動

障害を認めない状態となっている．之に対し歩行障害

のあった32例では，術後歩行；j＞正常に復したものは11

例であって，上肢の運鼓牌害は比践的回i.＼！ し易いが，

下肢の運動陣容の回復は上肢よりも劣っていることボ

分る．

遺残している上肢運動障害としてはp 手指巧綴運

動p 殊に指の伸展，対向運動の障守が多い．上肢大関

節の運動障害が遺残しているものはない．下肢の運動

障害は各症例によって種々のものが遺残しているが，

遺残陣容が軽度なものでも疾走不能p 階段昇降時の不

安j惑を訴えるものが多い．

2. 知覚障害

知覚障害の回復は一般に速かであり，叉著明であ

る．術前知覚障害を認めた31例中！＇...例 IJ:術後知覚障害

を認めない状態となっている．知覚障害の遺残してい

る19例に慌てはその範囲F 程度は術前に比し箸るしく

縮少， ，，別記していて， J行，E止等の狭い範囲に限局して

いるものが大1分である．

3. 腸脱直臆衛書及び陰萎

術前排尿障害のあったものはいづれも軽度の障害

でp 導尿を要するものは 1例のみであった．術後は全

例排尿障害はなくなっている．

術前陰萎を訴えていたものは13例であるがp 術後陰

萎を訴えるものは 5例に減じている．

4. 腿反射

表にみる如く腿反射は術後なおった多数の症例に於て

充進している．症例によっては白，足搭錫の認められ

るものもある．

33例中上下肢共腿反射の正常に復しているものは 2

例のみで，運動障害の認められない全治例でも大部分

の症例になおB違反射充進を認める．

IX.術後の頚部所見

術後外見上の頚変形を認めたものはない．頚の運動

障害を自覚しているものは51例中36例であったが，他

党的には38例75%に顕の運動制限が証明された．頚椎

レ線機能撮影を行った16例に於いても，その81°，；のも

のにレ線上の頚権運動制限を認めた．

側呂，後屈及び立国の回転隣害が多く認められたがp

患者自身Jこは前屈，後屈制限が多く自覚されていて，

側屈，頭の回転障害：こは気付いていないものが多い．

.l:!Pち31.llの迩動は術後隊害されているものが多いが，

その隣害程度は軽微でp このため日常不便を感じてい

るものは無かった．

頚がだるいp 力がないと云う様な支持力の減弱を訴

えるものは51例中17例（34%）で，このうち 2例Ltこ

のため長時間う つむいて仕事が出来ないと述べていた

が，残り 15例は日常左程不便とは感じていない．頚の

支持力減菊と術後麻痔症状の軽重との閲には関係は見

出し得ない雪

項部より肩にかけての痛み，凝りを訴えているもの

は51例中11例＜・，うち 2例は同時に舷最を訴えてい

る．

手術級友部の叩打，圧迫により四肢，脊佐に放散す

る屯ι＇＇~ ！必を訴えるものは51例中14例であったが，手術

創の縫合を丁寧に行うようになった近年の症例にはこ

の症状はみられなかった．

以上の症状と椎弓切除術の範聞との関係、をみると，

頚の運動障害，支持力減弱を認めるものには切除椎弓

数が多い傾向がみられる．項p 肩痛又は凝りと椎弓切
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表4 術後頚椎レ線所見（術後増強・或は

新たに発現した症例）

所 見

部分的前後脅異常

椎体の変形

塊椎形成

椎間板狭小

椎体のズレ

後縦靭帯化骨

椎体後縁j線の硬化

切除椎弓部石灰沈着

例数／全例（%〉

10/43〔23.2%)

4/40 (10%) 

2/40 (5 %) 

10/4.0 (25%) 

4/40 (10%) 

3/4.0 (7.5%) 

16/40 (40%) 

8/44 (18.1%) 

除範盟との関には一定の関係は見られない．

頚権レ線所見；術後の頚椎・レ線所見の推移は表4の

如くである．退行性変化の進行が比絞的少数例に認め

られたがy 患者の年令p 術後の経過年数を考慮する

とp これ等の変化は年令増加による自然的なものと考

えられp 椎弓切主主術の直接影響とは考え難い．

x.小括

椎弓切除術後p 知覚障害，上肢の運動障害p 排尿障

害の回復は上！：：＇It交的良好であるが，下肢逮WJ障害の回復

は劣っている．腿反射は術後なお殆んどの症例に於て

元進している．術後頚部症状は一般に軽微でp 日常生

活上安障を来すようなものは少い．

又機弓切除術により頚椎の退行性病変が特に進行す

るような所見立見られなかった．

XI.考察

本庄の手術成績判定基準は報告者によって異り，症

状改善程度を基準とするものと，症状改善程度は考慮

せずp 術後の生活飽力状態のみを基準としているもの

とがある．本：症は術前の症状が複雑p 多様で，単に

下政の知覚鈍麻を主症状とする程度のものから，寝た

きりで食事p 用便も介助を・要するような高度府簿に至

る迄i華々の設必のものがあり p 症例によって一様では

いのみな らず，上下践の~動薄寄極度が平行じている

とは限らない．従って手術成績を生活能力のみから判

定すればy 症伏改善の程度が不明となりp 手術効果の

判定が困難である．反対に症状改普程[ft.のみを基準と

すればp 症状程度の著るしく兵ったものが同一範嶋に

合まれP 患者の実態が不明となる1、自れがある. ~ll ちこ

の両基準とも単独でほ術後患者の実態と，手術効果を

同時に明示することは困難なわけである．

本報告に於ては術後の日常生活p 職業生活能ノ＇JJコ状

態を主な基準とし，之に症状改善程度を加味した判定

基準を用いp 手術効果と患者の実態を同時に明示しよ

うと努めた．

従って本報告と先人の報告には判定基準に相異があ

るため，その成績を同一に論ずることはいささか無理

であると思うがp この相異を考慮しても外国文献にみ

る手術成績とp 本報告の成績には差がある．

外国文献にみる本症脊髄症状例の手術成績ではp

Miillerは 13例の 手術成績は不満足であったと云いp

Yuh！は32例について 15例軽快＇ 17例は麻痔の進行を

停めた程度であると云っている. Odomは Spondylo・

sisでは全治l，擾l，良6，不変及び悪化3，又頚椎中

央部機関板突出例では優4，良8，不変及び悪化2で，

本症に対する手術効果は病勢の進行を阻止することで

満足すべきであると述べている. Poolの報告では 7例

中優l，良3，不変3,Tengの報告は20例中下肢麻療に

ついては完全回復3，部分的回復6，不変3，上肢麻揮

については完全回復5.部分約回復2，不変2という成

績になっている．

之等の報告にみる手術成績と，本報告の成績を比較

してみると，外国の報告では手術効果の少い良群に属

するものが最も多いのに対LP 本報告例では良群のも

のは少し著効例と，悪化及び死亡例が多い結果とな

っている．この相異の大きな原因として両者の手術々

式の相異が挙げられると思う．

上記の外国文献例では頚椎横径中央部にある病変に

対して積極的に手術侵鐘を加え3 これを刻出，切除し

ているものは甚だ少し大多数の症例は歯状靭帯切断

による除圧効果を期待する程度に止めており，中には

単に椎弓のみを切除するに止めたものやP 硬膜切開の

段階で止めている例も含まれている．

本症に対する椎弓切線術の行いかたにほ議論があ

る.Kahnは前方よりの脊髄圧迫に於てp 歯状靭帯に

よる脊髄の固定を重視し，歯状靭帯切断のみにより相

当の除圧効果が期待出来ると述べている．この考えに

縫う人lエ少し Tayler, Brain, Odom, Douglas, No~ 

thf1cld, Teng等は歯伏籾帯切断の段階に止める事を提

唱し，隆起椎体縁の切除や，突出権問依の刻出は脊髄

損傷の危険が大きいとして反対している. Rogersは更

に歯状靭稽切断後p E更漢を縫合することなし開放し

たままに放置することにより一層除庄効果が期待出来

ると述べている．

然し一方では Allenはお b~靭帯¢切除のみによる除

正幼果を疑問似し， jドゴえ；：j）をVL.勺刻出すべきである
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と云ぃ， Odom,Taylerも椎間板突出に対しては之を

創出している．

本報告例に於ては病変部を積極的に切除，別出した

ものが多く，歯状靭帯切断のみに止めた症例は少い．

本症は突出した椎間板，或は隆起した椎体後縁によ

り脊笛が圧迫されることにより起るものであるから，

これ等の頚権病変部を切除，刻出することにより脊髄

の除圧を図る事が最も合理的な治療法であるわけであ

る．本報告、こみる如く椎問級突出部を刻出したものは

最も成績良好で， 単なる除庄手術より優秀な成績を示

していることはこれを裏書きするものである．

然し一方頚椎横径中央部の病変に直接侵襲を加える

ことは脊髄損傷の危険を慮れば必ずしも容易ではな

い． 殊に本症患者の頚髄は正常頚髄より遥かに易損性

である為この操作は一層脊髄煩傷の危険が大きいわけ

である．

本報告例に著効例が多い反面，悪化及び死亡例が多

いのは，頚椎部病変を積極的に刻出，除去したことに

よるものと考えられる．

本症に対する椎弓切除術の難点は手術操作による脊

髄損傷の危険があることである．本症患者の脊髄は外

力に対し抵抗が弱く，損傷されやすいことは既に多く

の人々の認めている所で， Clarkeは単に硬膜を切開し

たのみで麻簿の増強した例があると述べている．我々

も歯状靭帯を切断したのみでP 脊髄に左程器倣的陣害

を与えたとは恩われないにも拘らず，術後高度の敗痔

を来した症例を経験している．恐らく長期間圧迫され

ていた脊髄が除圧され，急速に脊鎚浮騒が発生するこ

とによるものと考えられる．

従って頚椎部病変の処置は，椎間依突出は易日出容易

ならば創出することが望ましいが，脊髄損傷の厄険を

冒して，無理をしてまでこれを刻出しようとすること

は危険である．檎休後緑隆起に対しては，ノミを用い

て切換することは脊髄を長時間圧迫し麻簿の増悪を来

す危険が殊：こ大さいので，原則として病変部自身には

侵襲を加えず，除圧子治のみに止める方が安全であ

る．

Teng, Clarkeの報告例には単に椎弓のみを切除し，

硬膜も切開しτいない例があるが，本報告例にはこの

織な手術例はない Rogers刀徒l唱する硬践を切開した

まま放置する手術法i;!：，露出している脊髄lこ浮極を来

す怖れがあると考えられるのでP 俄には賛成し難い．

本報告例には術後も術前の症主＇~ボヲ｜き統き進行して

法｛じの一路を辿ったものはない. Ltとって本!1tIこ;q・して

椎弓切除術はp 少くとも病勢の進行を阻止する効果は

あると云う ことが出来よう．

Clarkeは34例の椎弓切除例中 6例に再発をみたと報

告している．本報告例にも 2例の再発例があったが，

2例共歯状靭帯切断のみ行った症例で，頚椎部病変を

切除，別出した症例では l例も再発したものはなかっ

た．本報告再発例の再手術所見では新たに病変が出現

した所見はなかったから，再発の原因は一応放置され

た頚椎部病変にあると考えられるが，頚椎部病~の処

置と再発の問題はこの少数例を以て早急に結論を下す

ことは困難である．

頚椎病変と手術成績との関係については，外国文献

にみる所では椎体後縁隆起例の成績は芳ばしいもので

はない. Clarke, Poolは Spondylosisに対する手衡効

果は僅少であると云い， Odomの報告ではSpondylosis

の手術成績は椎間仮突出例に劣り， Spondylosis例で

は手術により病勢の進行を阻止することが出来れば満

足すべきであると述べている．本報告例に於ても椎間

板突出例では手術有効例64%に対し，椎体後縁隆起例

では手術有効例は41%に過ぎず，先人の報告と問機椎

体後縁隆起例の成績は不良であった．これは機体後縁

隆起例では長期間脊鐙が圧迫されP 脊髄に非可送開変

イじが進行しているためと考えられる．

Teng, Epsteinは発症より手術までの経過の長いも

のは手術成績不良であると述べているがp 本報告例の

成績でも同様の傾向が認められた．

．術後の生活能力を成績判定基準とした報告ではpJ手

術成績の良否は術前症状の軽量に比例すると述べてい

るものが多い．本報告例に於ても術前麻痔症状の極め

て高度であったものにはp 術後も遺残麻簿が多く残

りp 生活能力の低下しているものが多い傾向がみられ

る．然し手術効果の有無という点のみからみれば盃，

軽症例聞に大差はなかった．

Teng, Clarkeの報告では上肢の回復は下肢iこ勝って

いるがF 本報告に於ても同様の傾向が認められるの

で，本症における麻簿症状の回復は上肢に於て著明も

下肢の回復は比絞的困難であると云うことが出来る．

これは頚椎部病変により最も強い圧迫を被ている脊鑑

中央部に，下肢支配神経線維が存在していることによ

るものと恩われる．

手術成績からみた手術適応の問題；前述した如＜，

本症患者には固定した軽微な囚肱運動月主婦は慣れ，エ

夫によって日常支障を感じない迄：こ克l寂しているもの

が多い. -"Ji峰iぷ例~は機弓切断ミfl'i後〆ピレ ！~，疹1雨
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の増強により反って障害の増しているものもあるか

ら，殆んど痘性歩行を認めずp 上肢障害も軽微な程度

のものは，手術を急ぐ必要はなし経過を観察して病

勢が進行する傾向を認めた場合のみ手術を行うべきで

あろう．軽微な麻薄症状が長年月固定したままの状態

にあるものは椎弓切除術の適応とはなり難い．

発症後の経過が長く， 4年以上も経過し，且つ府癖

が高度で，殊に高位頚維に病変の存在している症例で

は椎弓切除術の適応決定，実施は極めて慎重でなけれ

ばならない．

麻痔症状が高度に進行し，長期間経過したものでは

手術しても遺残する麻痩症状が多し症状の著明な好

転をみない場合が多いから，病勢が進行中のものでは

徒らに保存的寮法に時日を費すことなし脊髄の非可

逆性変化が進行しない聞に速かに手術すべきである．

最も良い手術適応は病勢の進行が急速で，経過の短

かいものである．之に反し同一症状に固定したまま長

期間経過しているものは，症状の軽，重に拘らず良い

手術遜応ではない．

XIL結語

椎弓切除術後 l年以上経過した鎖部脊椎骨軟骨症66

例にィコいて，手術成績及び諸症状の推移を報告した．

手術成績は全治7例，優21例J 良9例，不変12例l' 

悪1じ9例，死亡8例で，全手術例の56%のものに手術

効果を認めた．

突出椎間仮を刻出したものが最も成績良好で，歯状

靭帯切断のみに止めたものが之に次ぎ，隆起した椎体

後縁を盤余したものはE脇町不良で，死亡3 悪化例が多

し、

本症患者の脊髄は易損｜生であるから，然理をしてま

で頚椎部病変を除去しようとすることは危険である．

椎問医突出例の手術成績は良好であるが，椎体後縁

隆起例の成績は劣っている．又術前経過の長いもの，

麻庫高度なもの，高位頚椎部に病交の存在しているも

のの手術成績は劣る傾向がみられる．

上政運動降客の回復は下政運野J降客の回復より良好

であり，知覚障害の回復は速やかで，且つ巡動障害iこ

似ベ回復しやすい．

椎＂：，切除術後の頭部症状は軽微で日常〈とI心に支障を

来す程度のものは少いー

本症に於て車両権部病変を抜本的に除去することは合

理均であり，又事実手術成績も良好であるが，椎弓切

除術により之を行うときは常に脊髄l負傷の危険がある

ことを念頭におかなければならない．殊に本症患者の

脊髄は易損性であることを考えればp 本症患者に最初

から椎弓切除術を行うことは一考を要するように思わ

れる．現在までの経験からすれば本症患者を手術的に

処置する場合には，まず前方侵入法により頚椎前面よ

り椎間仮の別出p 及び機体固定を試みp 尚お効果のな

い時p 改めて後方より椎弓切除術を行い，脊髄，神経

棋の除圧的手術処置を講ずる方が安全，且つ合理的で

あらうと考える．

稿を終るに臨み終始御想篤な御指導と御校閲を賜っ

た恩師近藤鋭矢教E更に深甚の謝意を表します。叉多大

の御援助を戴いた教室の各位p 及び調査に御協力戴い

た28病院P 4保健所に対し深く感謝します．

本研究に対し財団法人藤原記念財団より研究奨励金

の交付を受けたことを深謝します．
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